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10 住宅・土地、公共工事関係 

ア 住宅・土地 

規制改革推進３か年計画（再改定）（平成15年３月28日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措  置  内  容  等 

13年度 14年度 15年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

①土地収用法の積

極的活用 

（国土交通省） 

都市計画事業を含め、事業の進行管理の適正化の観点から、「用

地取得率が80％となった時又は用地幅杭の打設から３年を経た時

のいずれか早い時期までに土地収用手続に移行すべき」というル

ールが守られることが極めて重要である。したがって、当面の措

置として、当該ルールについて事業主体（現場の用地担当職員を

含む。）及び住民に周知徹底がなされるようにする。また、事業の

進行管理に関する説明責任を果たさせる観点から、インターネッ

ト等を活用して用地取得の進捗状況、事業の見通し、事業期間延

長の場合の理由や対応策等を公表するよう、事業主体に対し周知

徹底する。さらに、民間の補償コンサルタント、代替地情報提供

システム及び補償金仲裁制度の積極的活用を図る。 

 平成14年度以降逐次

実施 

 

 

 

 

 

○

（国土交通省） 

民間の補償コンサルタントの積極的活用について、起業

者における活用ニーズ調査を行った上で、ニーズの高い部

門について、仕様書等の整備を行うとともに、起業者に活

用を促すためのパンフレットを作成し、周知徹底を行った。 

 代替地情報提供システムの積極的活用について、リーフ

レットを作成し、各種会議・研修を通じて周知徹底を図り、

参加・活用を呼びかけるとともに、国土交通省のホームペ

ージへの掲載を行った。 

 補償金仲裁制度の積極的活用について、各種会議・研修

を通じて周知徹底を図るとともに、国土交通省のホームペ

ージへの掲載を行った。また、地方整備局等において、補

償金仲裁制度を活用した例がみられた。 

平成18年度も引き続き、上記内容に係る周知徹底を行っ

た。（上記以外については、新３か年計画住宅ア⑤に引き継

ぎ。） 

 

40借家制度の更な

る改善 

（法務省） 

ａ 居住用建物について、当事者が合意した場合には定期借家権

への切替えを認めることを検討する。 

 

 

 

検討 結論  

○

（法務省） 

aからcまでの各検討項目については，平成15年7月以降，

与党議員による，法改正に向けた具体的な議論が進められ

ている状況にあり，法務省においても必要な協力等を行っ

ているところである。与党議員による検討作業は，法務省

から「借家契約の正当事由に関する裁判例調査結果」を，

国土交通省から「定期借家制度実態調査」の結果をそれぞ

れ聴取し，また，業界団体，借地借家人関係団体，経済団

体，学識経験者等から幅広くヒアリングを行うなどした上

で，議員が各検討事項について検討を行う形で進められて

いるものと承知している。 
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規制改革推進３か年計画（再改定）（平成15年３月28日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措  置  内  容  等 

13年度 14年度 15年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

 ｂ 定期借家契約締結の際の書面による説明義務の廃止、居住用

定期借家契約に関して強行規定となっている借主からの解約権

の廃止について、その是非を含めて検討する。 

 検討 結論  

○

（法務省） 

aからcまでの各検討項目については，平成15年7月以降，

与党議員による，法改正に向けた具体的な議論が進められ

ている状況にあり，法務省においても必要な協力等を行っ

ているところである。与党議員による検討作業は，法務省

から「借家契約の正当事由に関する裁判例調査結果」を，

国土交通省から「定期借家制度実態調査」の結果をそれぞ

れ聴取し，また，業界団体，借地借家人関係団体，経済団

体，学識経験者等から幅広くヒアリングを行うなどした上

で，議員が各検討事項について検討を行う形で進められて

いるものと承知している。 

 

 

 ｃ 借地借家法（平成３年法律第90号）上の正当事由制度につい

て、建物の使用目的、建て替えや再開発等付近の土地の利用状

況の変化等を適切に反映した客観的な要件とすることや、正当

事由に関する賃貸人からの立ち退き料の位置付け・在り方につ

いて検討する。 

 検討 結論  

○

（法務省） 

aからcまでの各検討項目については，平成15年7月以降，

与党議員による，法改正に向けた具体的な議論が進められ

ている状況にあり，法務省においても必要な協力等を行っ

ているところである。与党議員による検討作業は，法務省

から「借家契約の正当事由に関する裁判例調査結果」を，

国土交通省から「定期借家制度実態調査」の結果をそれぞ

れ聴取し，また，業界団体，借地借家人関係団体，経済団

体，学識経験者等から幅広くヒアリングを行うなどした上

で，議員が各検討事項について検討を行う形で進められて

いるものと承知している。 
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ウ その他 

規制改革推進３か年計画（再改定）（平成15年３月28日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措  置  内  容  等 

13年度 14年度 15年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

⑧諸外国における

建設機械の騒音

試験の承認 

（国土交通省） 

ＥＵにおける建設機械騒音の試験について、国土交通省で定め

ている試験方法・基準値との整合及び承認方法等を調査し、その

結果を踏まえて検討する。 

検討 検討 結論  

○

（国土交通省） 

ブルドーザ・トラクターショベル・バックホウ・タイヤロ

ーラ・ロードローラの５機種についてはＩＳＯに準拠し測

定方法は整合済である。 

 振動ローラについてはＩＳＯにて調整中である。空気圧

縮機については、国際規格はないものの相互の測定方法は

整合している。 

 認証機関及び測定値の取扱いについては、実務者間の意

見交換を継続し、引き続き整合に向けた検討を進める。 

 

 

 

 


